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２０２０年度第４四半期業務報告 

 

 

  放送法第３９条第４項に定める会長の職務の執行状況を、  

別冊「２０２０年度 第４四半期業務報告」のとおり取りまとめ

たので、同項の規定により報告する。 





 

 







・新型コロナウイルス関連のニュースは特設サイトできめ細かく展開し、ＮＨＫオンライン全
体の 2020 年度の週次平均の訪問者数は 2 月末であわせて約 3,000万ＵＢと、日本有数のサ
イトになった。

・１月に緊急事態宣言が再び発出されるなど第３波による感染が広がる中、第４四半期は、関
連する「ＮＨＫスペシャル」７本、「クローズアップ現代＋」14本を制作。コロナ禍で厳し
い経営を強いられている新宿・歌舞伎町の人々を取材した「“夜の街”で生きる～歌舞伎町 試
練の冬～」（1/30）は、独特の視点が高く評価された。

・ポータルサイト「NHK for School」では年度を通じてコロナ禍での家庭学習を支え、1月に
ＧＩＧＡスクール構想に対応した特設ページを開設した。以降のアクセス数は平均 70 万/
週を超え、コロナ禍前のおよそ 2.4 倍となり、増え続けている。

・「ライブ・エール」（8/8）をはじめとする「みんなでエール！」キャンペーン、コロナ禍で
模索を続ける芸術家たちの姿を描いた「ららら♪クラシック～音楽でできること～」（5/8・
15）など、多彩な音楽番組でメッセージを発信した。

・新型コロナウイルスの感染が拡大する中、７月に放送した「ドラマ＆ドキュメント 不要不
急の銀河」で、感染リスクを避けながら撮影を行うとともに、撮影の過程をドキュメンタリ
ーとして紹介するなど、さまざまな制作のトライアルを行った。

・ラジオでは、年末年始に医療従事者にメッセージを伝えるシリーズを放送し、反響を得た。 
・東日本大震災 10 年にあたる３月 11 日は「ＮＨＫニュース７」を１時間 45 分枠に拡大し、
キャスター総動員で現地から中継。10 年間の被災地の歩み、復興の現状、残された課題な
どを伝えた。

・「明日へつなげよう」では、「福島発！再エネに託す未来」（1/24）、「あの日から～震災遺児
の 10 年～」（2/23）など、10 年の復興過程で積み残されてきた課題を検証。ＢＳ１スペシ
ャル、ＥＴＶ特集、ラジオドキュメンタリー等、波を超えてマルチ展開し、東日本大震災の
教訓を幅広い世代に伝えた。 

・「サンドのお風呂いただきます」震災 10年特番(3/10）では、福島第一原発の原子炉格納容
器の内部を取材、「廃炉」の現状を分かりやすく伝え、最もよく見られた震災関連番組のひ
とつとなった。 

・「鶴瓶の家族に乾杯」（3/1・8・15）で岩手・福島・宮城の旅を再構成して放送し、各県で好
評を得たほか、「ＬＩＦＥ！東北ＳＰ」（3/13）、「3.11 10 年そしてこれから」（3/13）など
多彩な番組で被災地支援に取り組んだ。 

・２月 13 日の 23 時過ぎに宮城・福島で震度６強、Ｍ7.3 の地震が発生。直後から特設ニュー
スを始め、常磐道の土砂崩れ等をヘリコプターで他社に先駆けて報道した。

・３月 20 日に宮城で震度５強の地震が発生し津波注意報が発令され、特設ニュースを即時開
始した。2 月の地震時の検証を踏まえて、現地局からの放送参加や L 字放送などで 2 時間
45 分にわたって被害の状況などを伝えた。

・３月に、全国に約 24,000 ある郵便局から災害時に映像や情報を提供してもらう協定を日本
郵政と締結した。また、国交省が設置する全国 3,500 か所の河川カメラ映像をニュースセン
ターに引き込む作業や、全国各局と地域の防災士との協定の締結が年度内に完了し、次の出
水期から活用できる態勢が整った。

・２月のミャンマーのクーデターでは、各国メディアが現地へのアクセスに苦しむ中、発生当
初からＮＨＫ現地スタッフが精力的に取材し、ＮＨＫの映像をＡＢＵ・ＥＢＵを通じて世界
各国の放送局に提供した。

・「NHK for School」の特集「昔話法廷」は、「桃太郎」（3/29）で差別や偏見の問題を真正面
から取り上げ、解説委員を起用して判決を考える際のポイントを伝えるミニ番組の放送やネ

3





































21



22





 

 

24





 

  

重点方針１．“公共メディア” への進化   
・2018 年７月の西日本豪雨をはじめとする豪雨災害や台風、地震など、災害が激甚化・広域
化・頻発化していることを受け、放送やインターネットを通じて正確・迅速に情報提供する
とともに、きめ細かな地域情報の発信に努めるなど、命と暮らしを守る報道を強化した。 

・地域の防災・減災報道の充実に向けて、ビッグデータを可視化する「ＮＭＡＰＳ」の地域放
送局への導入を進め、全国 45 放送局への導入が完了した。また全局に災害特任デスクを配
置し、災害時のローカル放送強化の基盤整備を行った。 

・「ニュース・防災アプリ」では、企画記事やコンテンツの充実など随時更新を続けた。また、
気象ポータルサイト「あなたの天気・防災」を 2018 年 11 月に公開し、全国河川カメラの
映像を追加するなど、順次内容の充実を図った。 

・新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、テレビ・ラジオ・インターネットと、あらゆる伝
送路を使って情報発信を強化したほか、全国放送だけでなく、地域放送局でも地元の対策や
取り組みなどをきめ細かく伝えるなど、ＮＨＫのネットワークをいかした対応を行った。 

・感染が拡大する中、「NHK for school」では特設サイト「おうちで学ぼう！」などで在宅学
習を支援し、子どもたちに学びの機会を提供した。 

・2017 年にスタートした自殺予防キャンペーン「＃8 月 31 日の夜に。」では、ＶＲも活用し
放送・ネットが連携して社会課題解決に取り組むなど、新たな公共メディアの形を示した。 

・ＳＮＳと連携した「体感 首都直下地震」キャンペーン（2019 年 12 月）の取り組みは内外
で高く評価され、イタリア賞を受賞した。 

・「ＮＨＫスペシャル」では、「人体」「人類誕生」「恐竜超世界」「食の起源」などＮＨＫなら
ではのスケール感のある大型番組を制作し、国内外にプレゼンスを示した。 

・2019 年に放送法が改正され、ＮＨＫのテレビ番組をインターネットで配信する常時同時・
見逃し番組配信が可能となり、2020 年４月から「ＮＨＫプラス」のサービスを本格的にス
タートさせた。2021年３月には地方向け放送番組の見逃し配信を始めた。 

・2018 年 12 月に本放送が始まった４K・８Kでは、南極（2018年）・アフリカ（2019年）か
ら４K中継を実施し、クラシック・オペラ・バレエなど幅広いコンテンツを８Kで収録。朝
ドラ「エール」、大河ドラマ「麒麟がくる」などで４Kによる制作を行った。 

 

重点方針２．多様な地域社会への貢献   
・2018 年４月に、地域局との情報交換の窓口を担い地域拠点局や放送局を支援する組織とし
て、地域改革推進室を設置した。2019 年６月に、札幌、仙台、名古屋、大阪、広島、松山、
福岡の各放送局を、2020 年８月に首都圏局（新設）をそれぞれの地域（ブロック）の拠点
放送局と位置づけて、ブロック経営を推進・強化した。 

・金曜夜間の地域番組について、平日 18 時台のニュースとの連動、ブロック内やブロックを
越えた連携などにより、全国各局の年間平均放送本数が 14.9 本（2020 年度末）と、2017年
度比で３倍以上の増加となった。 

・災害が広域化、長期化する中、各放送局が機動的にローカル放送を編成し、ライフライン放
送をはじめ、Ｌ字画面での字幕の放送やデータ放送、ホームページでの情報提供など、地域
に密着した情報を発信した。 

・新型コロナウイルスの感染防止などを、自治体とともに地元の民放やケーブルテレビと連携
して県民に呼びかけるなど、地域メディアのハブとしての役割を果たした。 

５つの重点方針の主な成果 

26



 

・2020 年度後期から、各放送局が制作した報道情報番組や、昼の時間帯に放送したローカル
ニュースを全国に向けて放送する時間枠を新たに設けた。 

・「ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ」では、訪日外国人に人気の場所から中継するなど、地域の多
彩な魅力を積極的に世界に向けて発信した。 

・地域放送・サービスの充実・強化への取り組みの効果を測る地域指標調査では、期待度・実
現度を測る指標が、2018 年 5 月と比較してすべての項目で改善した。ただし、新型コロナ
の第１波の時期にあたる 2020 年 5 月の調査をピークに数値が悪化しており、平時のサービ
スをどう強化していくかという課題が浮かび上がった。 

 

重点方針３．未来へのチャレンジ   
・東京オリンピック・パラリンピックで放送・デジタル・イベントが一体となった最高水準の
サービスを提供するため、放送計画や制作要員体制の構築、４Ｋ８Ｋの開発・整備、ライブ
ストリーミングや自動音声実況等の新たなデジタルサービス開発など、様々な準備を進めた。
また、東京オリンピック・パラリンピックの機運を高めるため、「2020 スタジアム」を放送
し多角的に大会の魅力を伝えるとともに、「Ｎスポ」等のイベントを開催した。 

・障害のある人も積極的に参加できる「共生社会」への理解を深めるため、最新技術を活用し
たユニバーサル放送・サービスの開発を進めるとともに、パラリンピック放送リポーターが
パラアスリートの動向を継続取材し、障害者や多様性への一層の理解につなげる番組を放送
した。 

・新型コロナウイルスの影響により、東京オリンピック・パラリンピックが１年延期されたこ
とを受け、放送・サービスやプロモーションの計画、大会期間中の制作体制などの見直しを
進めた。聖火リレーでは、感染症対策のマニュアルを作成した上で、同行撮影を開始すると
ともに、ライブストリーミングサービスを開始した。 

・2019 年度に開催した「未来と芸術展」での特別企画「ＡＩ×美空ひばり」や、2020 年度の
バーチャル学園祭「ヌマ―ソニック」でのＶＲ空間での公開収録など、新たな形で視聴者が
参加できる番組開発に取り組んだ。 

 

重点方針４．視聴者理解・公平負担を推進   
・2018 年度、2019 年度については、支払数増加、衛星契約増加ともに事業計画を上回ったが、

2020 年度は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響等により事業計画を下回ったため、経
営計画で掲げた「支払率 84％」「衛星契約割合 54％」を達成することができなかった。 
2018 年度から 2020 年度の３か年で、支払率は 81.0％（0.7 ポイント向上）、衛星契約割合
は 52.9％（1.9 ポイント向上）となった。 

・「社会福祉施設への免除拡大」（2018 年４月）、「奨学金受給対象などの学生への免除」（2019
年２月）、「多数支払いにおける割引」（2019 年４月）、「設置月の無料化」（2019 年 10 月）
の４つの負担軽減策と、２度にわたる受信料の値下げ（2019 年 10月、2020 年 10 月）によ
り、2021 年度は年間で 400 億円規模の受信料を視聴者のみなさまに還元する。 

 ・外部有識者による会長の常設諮問機関「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」に対し、新型コロ
ナウイルスの影響を踏まえた受信規約・免除基準の一部変更について諮問し、持続化給付金
の給付決定を受けた事業者の免除制度の創設や、支払猶予の申し出のあった方が不利益を
被らないよう、延滞利息の取扱いを変更するなど、感染拡大により影響を受けた方々への丁
寧な対応に努めた。 
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重点方針５．創造と効率、信頼を追求   
・2019 年の放送法改正により、中期経営計画が経営委員会の議決事項となった。次期３か年
経営計画は 2019 年 10 月から本格的な策定作業を開始し、経営委員会による意見募集に向
けた案を 2020 年 8 月に公表。その後、修正を行い、2021 年 1 月に「ＮＨＫ経営計画（2021-
2023 年度）」が議決された。 

・放送法改正をふまえたインターネット活用業務実施基準策定など所要の手続き等に対応し、
常時同時配信・見逃し番組配信（ＮＨＫプラス）実現の環境を整えた。 

・関連団体については、ＮＨＫメディアテクノロジーとＮＨＫアイテックを合併しＮＨＫテク
ノロジーズに（2019年）、ＮＨＫエンタープライズとＮＨＫプラネットを統合しＮＨＫエン
タープライズに再編し（2020 年）、新たなグループ体制を構築した。 

・「ＮＨＫグループ働き方改革宣言」（2017年 12 月）をグループ全体で共有・推進し、勤労休
暇の適正な取得や時間外労働の抑制といった改正労基法への対応やコンプライアンス強化
に向けた勉強会の開催などの取り組みを行った。 

・2020 年度の女性管理職割合は 10.6％（2017 年度 8.0％）となり、2020 年度に 10％以上と
する「行動計画」の目標を達成した。また障害者雇用に積極的に取り組み、2020 年度の障
害者雇用率は 2.28％となり、法定雇用率を達成した。 

・環境経営アクションプラン（2018-2020 年度）のＣＯ２削減目標「2011 年度比 15%改善」
を節電施策等の実施により原単位指標で達成した。 

・新放送センターの建設について、設計施工業者を 2018 年 4 月に決定し、2019 年 11 月まで
に基本設計を策定した。これに基づき 2021 年 5 月の情報棟着工に向け実施設計を進めた。 

・ＶＦＭ（Value for Money）は、2018 年度が 1.81、2019 年度が 1.78 と１以上を確保した。
（2020 年度の結果は 6 月にまとまる見込み。） 
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